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研究成果の概要（和文）：地域医療支援病院でCBRNE災害傷病者への応急対応にあたる看護職への教育プログラ
ムの開発に向けて、学習支援のニーズと有用な学習手段を明らかにするために、全国の地域医療支援病院の救急
外来に勤務する医師と看護師を対象に調査を行った。医療機関は新型コロナウイルス感染症パンデミックを経験
しながらも、全体的に、CBRNE災害傷病者への対応に向けた準備性は低く、半数以上がバイオテロ災害、化学災
害、放射線災害への対応を不可と回答した。看護師の学習ニーズの上位には、除染方法、化学剤の種類と生体へ
の影響・観察法、個人防護具の取り扱いがあり、最も有用な学習支援としてシミュレーションを挙げていた。

研究成果の概要（英文）：For development of educational programs for nurses who respond to CBRNE 
disaster victims in community health support hospitals, physicians and nurses working in the 
emergency departments of community hospitals nationwide were surveyed to identify learning support 
needs and useful learning tools. Overall, healthcare organizations were less prepared to respond to 
CBRNE disaster victims, despite experiencing a novel coronavirus pandemic, and more than half of the
 respondents indicated that they could not respond to bioterrorism disasters, chemical disasters, 
and radiological disasters. The top learning needs of nurses were decontamination methods, chemical 
agents and their biological effects/observations, and handling personal protective equipment, with 
simulation as the most helpful learning method.

研究分野：災害看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
化学剤、生物、放射性物質、爆弾の爆発による災害は、その頭文字をとってCBRNE
（Chemical-Biological-Radiological-Nuclear-Exposure）災害と称される。これらの災害の傷病者は、事件や
事故後、短時間のうちにアクセス可能な一般医療機関を訪れる可能性が高い。患者の救命と、対応者や周囲の
人々への二次汚染を防ぐためには、対応にあたる医療者に専門知識と実践スキルが要求される。本研究により地
域医療を支える地域医療支援病院におけるCBRNE災害傷病者への応急対応に向けた準備性と、教育ニーズおよび
有用な支援が明らかになり、新たな教育プログラムの構築が期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
日本では、1995年に発生した阪神・淡路大震災以降、大規模自然災害に対応すべく災害拠点
病院や Disaster Medical Assistance Team（DMAT）1）の整備、広域災害救急医療情報システム
（Emergency Medical Information System：EMIS）2)の構築が進められてきた。一方、同年に
発生した地下鉄サリン事件 3)を契機に、テロ災害や特殊災害への対策の必要性も認識され、2000
年には内閣危機管理監が主催する「NBC（Nuclear- Biological-Chemical）テロ対策会議」が設
置され、翌年には「NBCテロ対処現地関係機関連携モデル」（2016年に「NBCテロその他大量
殺傷型テロ対処現時関係機関連携モデル」へと改訂）が、さらに 2004年には「武力攻撃事態等
における国民の保護のための措置に関する法律（国民保護法）」が施行され、以降、国の重要課
題として法整備や関係機関間の連携体制の仕組み、国による化学災害・テロ対応医薬品備蓄事業
などが開始された 4）。 
特殊災害のうち、化学剤、生物、放射性物質、爆弾の爆発によるものは、その頭文字をとって、

NBC災害、CBRNE（Chemical-Biological-Radiological-Nuclear-Exposure）災害などと称され
る。このうち、化学剤と放射性物質に暴露された傷病者は、事件や事故の発生後、不意に体調不
良を訴えて短時間のうちに一般医療機関を訪れる可能性が高い。実際に地下鉄サリン事件では、
救急隊を介して指定医療機関に搬送された患者は一部であり、対象不良を自覚した多くの傷病
者が地下鉄の駅から地上に出て、近隣の一般医療機関の外来に駆け込んだことから、上記の連携
モデルで医療対応を担う化学災害や放射線災害の指定医療機関のみならず、一般医療機関でも
患者対応への備えは必要である。これらの災害では、患者の救命のための早期対応と、対応者や
周囲の人々への二次汚染を防ぐために、専門知識と実践スキルが要求され 5)、例えば化学災害対
応を担うスタッフは化学物質曝露の評価、物質の特定、中毒症状の認識、適切な個人防護具
（Personal Protective Equipment： PPE）の使用、汚染除去の実施、および生命を脅かす状態
の治療開始の方法に精通している必要があるとされている 6)。 
テロの発生は、2022年の 1年間で、全世界で 3,955 件 7)であったが、日本では年間１件 8)で
あり、また、国内で発生した化学事故・災害も 2019年の 1年間で 22件（うち死者 1名、他は
軽症）9)であり、CBRNE災害は発生頻度が低い。一方、対応に必要な設備や治療薬は高価であ
りながら汎用性が低く施設での予算確保の困難さがあり、軽症患者が来院する可能性の高い一
般医療機関での化学災害傷病者受け入れの準備状況には障壁も多い。しかし、世界各地で戦争や
紛争が続いていることや、新型コロナウイルス感染症パンデミックの収束に伴うインバウンド
の増加が予測される中、一般医療機関における CBRNE 災害への備えは、傷病者の救命のみな
らず、二次災害を防止する上で重要な課題である。なお、このたびの新型コロナウイルス感染症
パンデミックでは、多くの医療機関が感染者の受け入れをしたことから、この経験が PPEの取
り扱いやゾーニングなどの専門知識やスキルの獲得につながった可能性も考えられる。 
発生頻度の低い CBRNE 災害への備えを向上するためには、災害拠点病院のみならず、より
多くの地域の病院のスタッフの準備性の向上への支援が重要である。そこで、まずは、平成 9年
の医療法改正において創設され、地域における救急医療の提供や地域の医療従事者に対する研
修の実施等を機能とする「地域医療支援病院」10)における CBRNE 災害傷病者に対する受入れ
準備状況を把握し、スタッフの準備性を高める教育や訓練ツールの開発につなげたいと考えた。
本研究は、新型コロナウイルス感染症パンデミックにおける医療機関の経験も鑑み、地域医療支
援病院における CBRNE 対応への備えの実情を明らかにし、医療機関ならびに被災者の安全安
心を実現するために準備性を高めることに貢献する。 
 
２．研究の目的 
本研究では、今後大規模な CBRNE災害が発生した場合、患者が駆け込む可能性の高い、「地
域医療支援病院」の救急外来で患者対応を担っている医師および看護師の、CBRNE災害傷病者
への対応経験、所属施設の準備状況、救急外来スタッフの教育ニーズならびに課題について明ら
かにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）調査期間  
2023 年 12 月 18 日～2024 年 1 月 15 日 
 
（2）対象者 
研究対象者は、全国 685 の地域医療支援病院の救急外来にて患者受け入れ業務を担っており、
当該施設の事情がわかり自立して業務を遂行できる医療者（中堅以上の、医師 1名、看護師 1名）
とした。常勤・非常勤、年齢、性別は問わないが、当該施設の事情をよくわかっている者とした。
但し、救急外来において、患者への直接対応をしないスタッフは除外した。 
 
（3）調査方法 
 厚生労働省の「地域医療支援病院リスト」に掲載されている全 685 施設の病院長、看護部長宛
に依、頼文書を送付し、対象候補者に回答を依頼してもらった。調査協力に同意した対象者は、
個人および所毒施設の属性、CBRNE 災害 CBRNE 患者対応の経験、学習ニーズ、現時点で考える対
応可能レベルについて尋ねた。 



（4）分析方法 
各設問について単純集計を行った。 
 
（5）倫理的配慮 
 調査への協力は自由意思に基づき、同意する場合は Web フォームよりアクセスし、同意を問う
チェックボックスにチェックを得た。回答者の氏名、施設名、メールアドレスなどの個人情報は
収集していない。本研究は、東京医科歯科大学医学部倫理審査委員会の承認（（M-2023-238）を
受けて実施した。 
 
４．研究成果 
全国 685 の地域医療支援病院に研究協力依頼書を送付し、救急外来で患者対応を担う医師 105
名（回答率 15.3％）、看護師 113 名（回答率 16.5％）より回答を得た。 
 
（1） 回答者の属性 
 表 1 に回答者の属性を示す。回答者の約 7割は災害拠点病院の職員であった。 
 
（2) 過去 5年間に直接対応した事故・災害 
 表 2 に示すように、多くの回答者が対応経験として述べたのは、新型コロナウイルス感染症パ
ンデミックであった。なお、災害拠点病院であっても感染症対応がなされなかった施設が半数近
くあった。 
 
（3） CBRNE 災害についての学習経験 
 表 3 に CBRNE 災害についての学習経験を示す。医師の 44.8％、看護師の 46.9％は、CBRNE 
災害に関する学習経験が全くなかった。 
 
表 1 回答者の属性                 表 2 過去 5年間に直接対応した事故・災害  

医師 
(n=105) 

看護師 
(n=113) 

  医師 
(n=105) 

看護師 
(n=113) 

経験年数    化学事故・災害 17 13 

3 年以上 5年未満 3 1  生物災害（ﾊﾞｲｵﾃﾛ） 0 0 

5 年以上 10 年未満 7 3  感染症パンデミック 60 51 

10 年以上 20 年未満 29 43  放射線事故・災害 1 0 

20 年以上 66 66  爆発テロ災害 1 1 

管理職 59 51  その他 5 5 

保有資格       

日本 DMAT 68 51    

L-DMAT 25 22    

救急専門医 68 0 表 3 CBRNE 災害についての学習体験 

感染症専門医  1 0  医師 
(n=105) 

看護師 
(n=113) 救急･ｸﾘﾃｨｶﾙｹｱ認定看護師 ― 33 

BHELP 9 13 2 日以上 44 27 

BDLS 11 8 1 日 6 19 

ADLS 5 1 0.5 日 8 14 

災害拠点病院 80 78 なし 47 53 

 
 
表 4 自施設の CBRNE 災害対応力を高めるために必要と思うこと 
 医師 

(n=105) 
看護師 
(n=113) 

医師の専門知識・スキルの向上 64 74 

看護師の専門知識・スキルの向上 47 72 

他職種の専門知識・スキルの向上 23 24 

設備・備品の整備 54 55 

マニュアル整備 71 82 

対応訓練の実施 49 42 

多機関との連携 38 29 

 
（4）自施設の CBRNE 災害対応力を高めるために必要と思うこと 



 表 4 に示すように、自施設の CBRNE 災害対応力を高めるために必要なこととして、医師、看護
師とも、一番に対応マニュアルの整備を、挙げていた。看護師は、医師、看護師双方に対して、
専門知識やスキルの向上が必要であると考えていた。 
 
（5）自施設の CBRNE 災害対応力 
 表 5 に示すように、医師、看護師とも、全般的に自施設における CBRNE 災害への対応につい
て、困難であると考えていた。 
 
表 5 各災害に対する自施設の対応力  

医師 
(n=105) 

看護師 
(n=113) 

化学テロ災害   

  対応不可 63 74 

  中等症～軽症者は可能 21 23 

  重症者を含め対応可能 20 16 

化学災害（非テロ）   

  対応不可 37 56 

  中等症～軽症者は可能 37 39 

  重症者を含め対応可能 30 18 

バイオテロ災害   

  対応不可 73 56 

  中等症～軽症者は可能 22 39 

  重症者を含め対応可能 9 18 

新興感染症パンデミック   

  対応不可 13 17 

  中等症～軽症者は可能 63 58 

  重症者を含め対応可能 28 37 

放射線災害     

  対応不可 52 75 

  中等症～軽症者は可能 40 30 

  重症者を含め対応可能 10 7 

爆発テロ災害   

  対応不可 38 51 

  中等症～軽症者は可能 35 37 

  重症者を含め対応可能 30 24 

 
（6）救急外来医師への強化が必要だと思う CBRNE 災害の専門知識やスキル（上位 3つ） 
 表 6 に示すように、医師、看護師は、それぞれ、医師がもっとも知識やスキルを高めるべきで
あると考えているのは、化学災害に関することであった。また、その対応に必要な除染に対して
も知識やスキルの必要性を感じていた。 
 
表 6 救急外来医師に必要な専門知識やスキル 
  医師 

(n=105) 
看護師 
(n=113) 

化学剤種類・影響・治療法 90 101 
放射線特徴・影響・治療法 71 80 
除染方法 81 87 
サーベイメーター取り扱い 28 25 
個人防護具の取り扱い 56 51 
 
（7）救急外来看護師への強化が必要だと思う CBRNE 災害の専門知識やスキル（上位 3つ） 
 看護師に必要な専門知識・スキルも医師と同様の傾向であった。 
 
（8) 救急外来スタッフの学習を支援するものとしてもっとも有用だと思うもの 
 表 8 に示すように、医師、看護師とも、実働訓練が有用であると考える者がもっとも多く、次
いで集合研修が挙げられた。 
 
 



表 7 救急外来医師に必要な専門知識やスキル  
医師 
(n=105) 

看護師 
(n=113) 

化学剤種類・影響・観察法 69 92 
放射線特徴・影響・観察法 53 75 
除染方法 86 86 

サーベイメーターの取り扱い 40 26 

個人防護具の取り扱い 70 68 
 
 
表 8救急外来スタッフの学習を支援するものとしてもっとも有用だと思うもの 
  医師 

(n=105) 
看護師 
(n=113) 

集合研修（講義・グループワーク） 29 26 

オンラインセミナー（ﾗｲﾌﾞ） 5 11 

オンデマンドセミナー 16 8 

実働訓練（シミュレーション） 41 60 

ポケットマニュアル 4 3 

ショートビデオ 9 5 

壁などに貼付するポスター 1 0 
 
(9)その他 
 自由回答として、マンパワーや予算確保の困難さや、経験者がいないこと、職員の CBRNE 災害
が起こる可能性の認識の薄さなどが問題として挙げられた。また、災害拠点病院の、更に基幹的
病院を対処病院として事前に定め、対応できる資機材、敷地建物、人材と定期的訓練、を平時か
ら投入しておく事を提案についても述べられた。 
 
 以上より、地域医療支援病院における CBRNE 災害への備えは、感染症パンデミックを経験して
も十分とは言えず、課題として、対応にあたる救急外来医師、看護師の専門知識やスキルの向上
と、実動訓練により実対応のイメージ化や共同のためのノウハウを得ることが重要である。 
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